
小
d
市
の
状
況

　

本
市
の
国
勢
調
査
に
お
け
る
人
口
は
昭

和　

年
の　

万
８
５
１
１
人
を
ピ
ー
ク
に

３５

１９

年
々
減
少
し
て
い
ま
す
。
国
立
社
会
保

障
・
人
口
問
題
研
究
所
が
行
っ
た
推
計
で

は
、　

年
後
（
令
和　

年
）
に
は
本
市
の

２５

２７

人
口
が
約
６
万
人
ま
で
減
少
す
る
予
測
と

な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
財
政
に
お
い
て

は
、
歳
入
が
伸
び
悩
む
中
で
、
歳
出
に
お

け
る
扶
助
費
な
ど
の
義
務
的
経
費
が
占
め

る
割
合
の
増
加
等
か
ら
財
政
の
硬
直
化
が

進
み
、
政
策
的
な
事
業
を
行
う
財
源
が
減

少
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

　

市
内
に
あ
る
公
共
施
設
の
う
ち
、
延
べ

床
面
積
１
０
０
�
未
満
の
建
物
、文
化
財
・

い
る
施
設
は
約　

％
を
占
め
て
い
ま
す
。

６８

施
設
再
編
の
考
え
方

【
再
編
方
針
】

　

人
口
減
少
と
少
子
高
齢
化
が
今
後
も
進

む
と
予
測
さ
れ
、
将
来
の
市
民
に
過
度
な

負
担
を
残
さ
ず
、持
続
可
能
な
市
民
サ
ー
ビ

ス
の
提
供
が
図
ら
れ
る
よ
う
、
�
施
設
総

量
（
延
べ
床
面
積
）
の
削
減
、
�
小
q
市

の
特
性
や
市
民
ニ
ー
ズ
の
変
化
に
対
応
、�

安
全
性
の
確
保
の
三
つ
の
方
針
を
基
に
公

共
施
設
の
再
編
に
取
り
組
み
ま
す
。

【
再
編
手
法
】

　

各
施
設
の
再
編
を
検
討
す
る
に
当
た

り
、
�
必
要
な
機
能
・
規
模
、
�
機
能
に

着
目
し
た
施
設
再
編
、�
民
間
事
業
者
と
の

連
携
、
�
財
政
負
担
の
縮
減
、
�
事
業
順

建築後の経過年数と延べ床面積の割合
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５０
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延
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床
面
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（
�
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←建築後３０年以上経過

　（全体の約６８％）

０

２０万

公共施設再編計画を策定しました

全国的に人口減少と少子高齢化が進展している中、地方自治体の財政は厳しい状況が続き、現在

保有する多くの公共施設等の老朽化対策が課題となっています。本市では、「公共施設の総量削

減」と「長寿命化による更新費用の縮減」という目標に向けて、「公共施設再編計画」を本年５

月に策定しましたので、その内容をお知らせします。

歴
史
的
建
造
物
を
除
く
と
本
市
が
保
有
す

る
公
共
施
設
は
、３
２
５
施
設
、延
べ
床
面

積
は
約　

万
１
０
０
０
�
に
な
り
ま
す
が
、

６０

そ
の
う
ち
、
建
築
後　

年
以
上
経
過
し
て

３０

消防署手宮出張所・消防署高島支所を統合

統合後に除却または売却

統合後に除却または売却

消防署手宮出張所

消防署高島支所

（仮称）消防署手宮支署

議場・委員会室・議会事務局（議会機能を集約）

歴史的建造物のため、必要な改修を行い活用

市役所本館

卸売場・上屋
（統合）

検量施設
（更新）

排水処理施設
（廃止）

公設水産地方卸売市場

１９万８５１１
１８万７２８

１１万１１２９
（推計）

１５万６８７

６万４２４
（推計）

本市の人口の推移と推計

昭和
３５年

昭和
５５年

平成
１２年

令和
２年

令和
２７年

（人）

年少人口

老年人口

生産年齢人口
２０万

１５万

１０万

５万

０

市役所（議会機能を除く）

生活サポートセンター保健所

水道局

新市役所庁舎

庁舎を統合して新築

令和２（２０２０）年８月　広報おたる　２

建設事業室

博物館分室

事業内職業訓練センター
堺小学校記念室
（移転先を検討）

移転後、除却または売却

市立高等看護学院

教育委員会

こども発達支援センター

移転後、活用しない場合は除却

海上技術短期大学校
（令和３年４月開校予定）

生涯学習プラザ

移転後、除却または売却

移転後、除却または売却

改修後に移転

塩谷サービスセンター

改修後に移転

塩谷児童センター

新市民プールの整備方針（併設
または単独）が定まるまで現施
設を当面維持。再整備する場合
には旧緑小学校の敷地を想定
し、民間ノウハウの活用を検討

整備方針が定まるまで必
要な保全を行い、現施設
を当面維持。再整備する
場合には民間ノウハウの
活用を検討

在り方や整備方針が定まる
まで現施設を当面維持

現施設を維持

産業会館２階

建設事業室庁舎 教育委員会庁舎
（旧東山中学校）

旧北手宮小学校

旧堺小学校

商業高校跡

塩谷サービスセンター

塩谷小学校

銭函市民センター

銭函サービスセンター

市民会館（劇場ホール）総合体育館消防本部庁舎
文学館・美術館
葬斎場
さくら学園

勤労青少年ホーム
手宮保育所・最上保育所
公設青果地方卸売市場
旧高島魚揚場

序
の
５
項
目
に
つ
い
て
検
討
を
行
い
ま
す
。

　

の
施
設
を
再
編

３９
　

３
２
５
の
公
共
施
設
の
う
ち
、
公
営
住

宅
や
学
校
施
設
な
ど
別
に
個
別
施
設
計
画

を
策
定
す
る
も
の
を
除
き
、
施
設
の
利
用

実
態
や
建
物
の
老
朽
化
の
状
況
な
ど
の
比

較
評
価
を
行
い
、
建
物
品
質
や
コ
ス
ト
・

利
用
状
況
に
課
題
が
あ
る
も
の
、
平
成　
２９

年
度
に
実
施
し
た
施
設
利
用
者
の
意
見
交

換
会
な
ど
で
検
討
の
必
要
性
が
高
い
と
挙

げ
ら
れ
た
も
の
な
ど　

施
設
を
、
優
先
的

３９

に
再
編
を
検
討
す
べ
き「
再
編
対
象
施
設
」

と
し
ま
し
た
。

公
共
施
設
再
編
計
画
を
策
定

　

「
再
編
対
象
施
設
」　

施
設
の
再
編
の
検

３９

討
に
合
わ
せ
、
閉
校
に
伴
い
市
が
取
得
し

た
北
海
道
小
q
商
業
高
等
学
校
の
有
効
活

用
も
考
慮
し
、
令
和
元
年
９
月
に
「
公
共

施
設
再
編
素
案
」
を
作
成
し
ま
し
た
。
そ

の
後
、
市
内
７
カ
所
で
８
回
に
わ
た
り
実

施
し
た
市
民
意
見
交
換
会
で
の
意
見
等
を

踏
ま
え
て
、「
公
共
施
設
再
編
計
画
（
案
）」

を
ま
と
め
、
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
を
経

て
、
本
年
５
月
に
「
公
共
施
設
再
編
計
画
」

を
策
定
し
ま
し
た
。

　

施
設
別
の
再
編
計
画
は
上
の
図
の
と
お

り
で
す
。 

�
お
問
い
合
わ
せ
は
、
契
約
管
財
課
財
産

管
理
グ
ル
ー
プ
�
�
４
１
１
１
内
線
３
８

５
、
�
�
０
６
７
５
へ
ど
う
ぞ
。

銭函サービスセンター

消防団第１５分団詰所

改修後に移転

教育委員会

こども発達支援センター

放課後児童クラブ

とみおか児童館

生涯学習プラザ

勤労女性センター

在り方や整備方針が定まるま
で現施設を当面維持

放課後児童クラブ

利用可能な民間施設等が生じ

るまでは現施設を当面維持

身体障害者福祉センター

利用可能な民間施設等が生じ

るまでは現施設を当面維持

総合福祉センター

とみおか児童館

移転後、除却または売却

旧石山中学校

市立高等看護学院

石山収蔵庫

塩谷児童センター

３　令和２（２０２０）年８月　広報おたる


